
横浜市 啓発・広報
普及啓発事業
（健康福祉局障害企画課）

平成16年度 260
　障害のある方の地域生活を支えるため、市民及び関係機関への研修会の実施や、コミュニケーション
ツールの作成・配布等の幅広い障害理解に対する普及啓発活動

横浜市 生活支援
高次脳機能障害支援センター設置運営事業
（健康福祉局障害企画課）

平成22年度 53,182 　高次脳機能障害に関する診断・評価・専門的な相談や地域における拠点機関との支援体制の構築

横浜市 生活支援
障害児施設利用者負担助成事業
（こども青少年局障害児福祉保健課）

平成18年度 29,360
　障害児施設給付費（障害児施設医療費を含む）支給決定児童の世帯の、施設利用に伴う利用者負担
金等に対して減免措置を実施する

横浜市 生活支援
身体障害者奨学金支給事業
（こども青少年局障害児福祉保健課）

昭和39年度 9,103 　経済的理由により就学が困難な身体障害者に学資を支給し、社会的自立を促進する

横浜市 生活支援
訓練介助器具助成事業
（こども青少年局障害児福祉保健課）

昭和57年度 12,197 　在宅障害児に訓練器具、自助具、介助用具の購入経費の一部を助成する

横浜市 生活支援
福祉バス運行事業費補助
（健康福祉局福祉保健課）

昭和53年度 59,317 　横浜市社会福祉協議会が実施する福祉バス運行事業について、事業経費を補助

横浜市 生活支援
運営委員会運営型障害者グループホーム設置運営
費補助事業
（健康福祉局障害支援課）

昭和60年度 845,621
　法人格を有しない運営委員会が設置・運営するグループホームに対し、運営費等を補助（身体障害者
GH含む）

横浜市 生活支援
障害者グループホーム設置運営費補助事業（身体障
害者対象）
（健康福祉局障害支援課）

平成9年度 59,004 　法人格を有する者が設置・運営する身体障害者を対象としたグループホームに対し、運営費等を補助

横浜市 生活支援
障害者地域活動ホーム助成事業
（健康福祉局障害支援課）

昭和55年度 1,566,785
　障害児・障害者とその家族の地域生活を支援する障害者地域活動ホームが実施するショートステイ・
一時ケアなどの生活支援事業等について、その経費を助成します。

横浜市 生活支援
精神障害者生活支援センター生活支援事業
（健康福祉局障害支援課）

平成20年度 5,325
　ひきこもりなどにより生活支援センターを利用しづらい精神障害者を対象として、生活支援センターが
地域に踏み込んでサービス提供を行うとともに、生活支援センターの設備を活用して宿泊支援事業を実
施します

横浜市 生活支援
在宅障害者援護事業
（健康福祉局障害支援課）

昭和49年度 203,268
　障害児者団体等に対し障害福祉に関する専門的な相談や研修、地域に向けた広報活動等に事業費
の一部を補助する

横浜市 生活支援
こころの健康相談センター事業
（健康福祉局こころの健康相談センター）

平成8年度 43,183

【精神障害者保健福祉手帳交付】
　一定の精神障害を有する者に対し、障害の程度を証し、日常・社会生活に要する福祉サービスを利用
し易くするための手帳を交付し、精神障害者の自立や社会参加を促進する
【精神医療審査会】
　精神障害者の人権に配慮しつつその適正な医療及び保護を確保するため、精神障害者の入院の要
否及び処遇の適否に関する審査を行う精神医療審査会を運営する

横浜市 生活支援
精神障害者社会復帰施設助成事業
（健康福祉局障害支援課）

平成元年度 81,683
　精神障害者授産施設及び精神障害者生活訓練施設（援護寮）等を運営する法人団体に、施設運営等
に係わる経費を補助する

横浜市 生活支援
自立生活移行支援助成事業
（健康福祉局障害支援課）

昭和61年度 1,584,900
　指定障害福祉サービス事業所において特別な配慮が必要な重度障害者等を個別に支援するための
経費を助成し、地域生活への移行及び就労移行を推進する。

横浜市 生活環境
在宅障害児・者緊急一時保護事業
（健康福祉局障害支援課）

平成15年度 10,146 　緊急時（一時的なもの）に介護人を自宅派遣

都道府県・指定都市における単独事業等一覧（平成２３年度都道府県・指定都市別）
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横浜市 生活環境
在宅障害児・者緊急一時保護事業
（健康福祉局障害支援課）

平成15年度 10,146 　緊急時（一時的なもの）に介護人を自宅派遣

横浜市 生活環境
福祉のまちづくり条例推進事業
（健康福祉局福祉保健課）

平成9年度 6,780
　横浜市福祉のまちづくり条例に基づく、普及啓発
　市民、事業者、市の三者連携による、福祉のまちづくりの推進

横浜市 生活環境
鉄道駅舎エレベーター等設置事業
（健康福祉局福祉保健課）

平成2年度 56,174
　鉄道事業者等に対して、市内の駅におけるエレベーター、多目的トイレの設置に係る事業費の一部を
補助

横浜市 生活環境
高齢者・障害者等に配慮した路線バス整備事業
（健康福祉局福祉保健課）

平成10年度 － 　市内に営業所を持つ、路線バス事業者に対して、ノンステップバス導入にかかる経費の一部を補助

横浜市 教育・育成
障害児居場所づくり事業
（こども青少年局障害児福祉保健課）

平成18年度 241,401
　学齢期における障害児が豊かな放課後を過ごせるよう、地域における放課後の居場所づくりに取り組
んでいる団体に対して人件費等を助成する

横浜市 教育・育成
地域療育センター学校支援事業
（こども青少年局障害児福祉保健課）

平成19年度 124,424
　地域療育センター及び総合リハビリテーションセンターに専任の学校支援担当スタッフを配置し、市内
小学校への技術支援を実施する

横浜市 教育・育成
視・聴覚障害児支援事業
（教育委員会特別支援教育相談課）

平成18年度 2,421

　市立小中学校に在籍する聴覚障害のある児童生徒に対して、ノートテイクボランティアを派遣し、授業
における情報保障を行う
　また、視覚障害のある児童生徒に対して、拡大教科書作成に必要な教科書、文具を提供し、学習の
保障を行う

横浜市 雇用・就業
障害者農業就労援助事業
（健康福祉局障害企画課）

平成4年度 1,835
　農家への就労をめざし、2年間の研修を実施
　平成19年10月より、就労移行支援・就労継続B型の多機能型事業所に移行
　同年9月にて事業費補助のみ終了

横浜市 雇用・就業
障害者就労支援センター運営事業
（健康福祉局障害企画課）

平成3年度 192,417
　就労を希望する障害者や就労中の障害者を対象に、本人・家族への継続した支援と企業側への支援
を、関係機関と連携して行う、障害者就労支援センターの運営管理

横浜市 雇用・就業
企業表彰事業
（健康福祉局障害企画課）

平成19年度 536 　市内事業所の障害者雇用好事例の表彰・紹介による普及啓発

横浜市 雇用・就業
ふれあいショップ設置促進事業
（健康福祉局障害企画課）

平成7年度 2,712 　公共施設内に喫茶店等を設置し、障害者の就労の場の確保と障害者福祉の理解促進の向上

横浜市 雇用・就業
障害者福祉的就労促進事業
（健康福祉局障害企画課）

平成元年度 13,914
　最低賃金の減額の特例許可を受けた知的障害者を雇用する事業所に対して、一般就労を目指すよう
な環境改善に資するため、奨励金を交付

横浜市 雇用・就業
共同受注事業
（健康福祉局障害企画課）

昭和57年度 4,271
　障害者施設等への作業発注や自主製品の販路拡大を促進させるため、発注を行う企業の開拓や庁
内へのアプローチを行う

横浜市 雇用・就業
知的障害者雇用事業
（健康福祉局障害企画課）

平成19年度 23,474
　知的障害者を雇用し、ノウハウ等を他の企業や公的機関に提供することにより、いっそうの障害者雇
用を促進（平成22年10月1日　現在3名採用）

横浜市 雇用・就業
精神障害者社会適応訓練事業
（健康福祉局障害企画課）

平成8年度 10,940
　就労が困難な精神障害者を対象に、民間の協力事業所に対して作業能力や環境適応能力等の向上
を図るための訓練を委託し、就労前訓練を実施

横浜市 雇用・就業
ハマジョブサポーター事業
（健康福祉局障害企画課）

平成21年度 17,605
　職場定着のための支援や企業内での実習訓練を支援する市民ボランティア（ハマジョブサポーター）
を就労支援機関等の依頼により派遣

横浜市 雇用・就業
精神障害者地域作業所助成事業
（健康福祉局障害支援課）

昭和58年度 0
　精神障害者に対して、作業訓練や生活指導等を通して、就労意欲の向上や対人関係の改善等を援助
し、社会復帰促進を図る地域作業所の設置・運営を助成する

横浜市 雇用・就業
障害者地域作業所助成事業
（健康福祉局障害支援課）

昭和52年度 404,274
　障害者が自主製品等の製作を行い、社会参加を行う場である障害者地域作業所に対し、運営費等を
補助
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横浜市 保健・医療
障害児医療連携支援事業
（こども青少年局障害児福祉保健課）

平成19年度 2,110
　在宅で生活する重症心身障害児者の医療提供体制を支援するため、専門医療機関、一般診療所・病
院間の医療連携ネットワークを構築する
　また、重心医療を行う医療機関情報の発信や看護師等の医療スタッフの養成研修を行う

横浜市 保健・医療
学齢障害児支援事業(学齢後期）
（こども青少年局障害児福祉保健課）

平成13年度 74,271
　障害のある児童が成人期を迎えたときに円滑に自立生活に移行することができるよう、学齢後期(概
ね中学校期以降）の障害児を対象とした専門機関による相談、診療の場を確保し、発達障害に起因す
る諸問題の解決に向けた支援を実施する

横浜市 保健・医療
精神保健福祉対策事業（実地指導・審査部分）
（健康福祉局障害企画課）

平成8年度 643
　入院患者に対して実地に診察を行い、入院の要否を審査する入院患者実地審査と、精神科病院の運
営状況や患者の処遇について実地に調査・指導を行う精神科病院実地指導を実施する

横浜市
情報・コミュ
ニケーション

障害者情報支援事業
（健康福祉局障害企画課）

昭和53年度 7,038
　福祉サービスを取り上げた「障害福祉のあんない」の発行(冊子・点字版・録音版）、ホームページ運営
等
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